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【論文の内容の要旨】 
１．論文の目的 
 本論文は、中国の「社会主義市場経済」の経済構造、特に鉱工業部門の国有企業につい
てその実態を掘り下げる視角から、社会主義市場経済の実情を明らかにすることを目的と
している。 
中国の国家権力を掌握する中国共産党は自国の経済を「社会主義市場経済体制」と称す
るが、「社会主義」という表現も「市場経済」という表現も有り、どちらかに比重が置かれ
ているわけではない。しかしながら、2000 年代初には市場経済化、国有企業の民営化をめ
ぐる中国国論を二分する「新制度派」と「新左派」による論争を惹き起こすことになった。
どちらが優勢なのか、どちらへより重点をもって進むのか、が判りにくい。同様に、中国
共産党は、社会主義市場経済は「公有経済」を主体とすると示しているが、「公有経済」も
「非公有経済」も併存する中で、「公有経済」と「非公有経済」とのどちらが優勢なのか、
どちらへより重点をもって進むのか、が判然としない。将来の経済発展の動向、趨勢を見
通すためには、現在到達された中国の「社会主義市場経済」と称される経済構造がどのよ
うな実情にあるのかをリアルに認識することが不可欠の課題である。このような問題関心
をもって、本稿は、中国の近年の経済構造についてその実態を掘り下げる視角から、社会
主義市場経済の性格規定を再考したものである。なお、本論文は、上部構造に立ち入らな
いという限定の下での論述である。その限りで暫定的結論を導き出したものである。 
 
２．論文の構成 
序章 
第１章 中国の社会主義市場経済についての諸見解の検討 
はじめに 
第 1 節 社会主義市場経済についての呉敬璉の見解 
第 2 節 社会主義市場経済についての中兼和津次の見解 
おわりに 
第２章 国有企業の地位の再評価―鉱工業部門に関する考察― 
はじめに 
第１節 国有企業と非国有企業との区分と先行研究の事例 
第２節 企業の区分―筆者の考察における区分― 
第３節 国有企業の実態 
おわりに 
第３章 国有企業の企業統治―所有者・経営者・労働者に関する考察― 
はじめに 
第１節 川井伸一（2003）『中国上場企業―内部者支配のガバナンス―』の大株
主支配と内部者支配の「重合」の検討 
第２節 所有・支配・経営の関係についての考察 
第３節 株主・経営者・従業員の関係、性格についての考察 
おわりに 
第４章 国有企業の利潤分配に関する考察 
はじめに 
第１節 川井による利潤分配の検討 
第２節 株式上場企業の利潤分配の状況 
おわりに 
第５章 国有企業の労働生産性と資本の効率に関する考察 
はじめに 
第１節 中国の鉱工業企業の生産性に係わる先行研究 
第２節 生産性・利潤に係わる一般的な現象、法則 
第３節 株式上場企業（国有、実質私営）の労働生産性・資本効率の特徴 
おわりに 
終章 
参考文献一覧 
 
３．論文の概要 
序章では、中国の経済が急速に発展する 2000 年代初において、市場経済化、国有企業の
民営化をめぐって「新制度派」と「新左派」による論争が起きるに至る当時の経済・社会
の問題や両派による争点の概要を示し、中国の国家権力を掌握する中国共産党ならびに中
国政府が称する「社会主義市場経済体制」の実態をリアルに認識することの重要性を示し
た。 
そして、本論文の考察、検討を進めるにあたっての理論的枠組みと視点について、その
理論的枠組みは主に『資本論』に依拠して進め、上部構造に立ち入らないという限定の下
で論述するものであり、その限りで暫定的結論を導き出すものであることを示した。 
 
第１章「中国の社会主義市場経済についての諸見解の検討」では、中国の現状を考察す
る基礎認識のために、公有制 vs.私有制、計画経済 vs.市場経済という基本的対立点をめぐ
る予備的検討を行った。私有制・市場経済は、公有制・計画経済に比較して実現の可能性
が高い、もしくは、いわゆる“より増し”であるとか、公有制・計画経済には将来的実現
の可能性が無いと主張する呉敬璉と中兼和津次の見解を取り上げて検討した。 
その結果、呉の見解の中にはマルクス、エンゲルスの理論を歪めての論理展開が存在し
た。また、両名の見解は、計画経済と市場経済の基本的対立点の比較方法が適切ではなく、
呉の市場経済が、ならびに中兼の私有制と市場経済が優位に立つとは断定できないことが
明らかになった。呉や中兼は、計画経済と市場経済を比較する場合に、計画経済は膨大な
情報を処理する必要があるが、市場経済は市場という情報処理メカニズムにより政府の処
理する情報は少ない、と述べ、この情報に関わるコストの点で、計画経済の実現可能性は
無いと主張する。これは、市場経済では、市場の価格情報に商品の需給以外の情報も現わ
れる、各企業の内部では膨大な情報コストが潜在している、という点を無視した上での適
切でない比較である。同様に、中兼の公有制と私有制を比較する場合もいくつかの適切で
ない比較の存在を明らかにした。このことにより、私有制と市場経済とが優位に立つとは
断定できないことが明らかになった。 
 
第２章「国有企業の地位の再評価―鉱工業部門に関する考察―」では、国有経済部門の
実態を把握するために、中国の鉱工業部門について統計データに基づいて分析した。 
分析にあたって、まず、国有経済と私営経済の概要および区別の仕方を整理するととも
に、その区別の仕方が適切でない研究者の見解を摘出した。適切でない区分・分類に拠り
国有経済部門が実情よりも縮小して見え（非国有経済部門は実情よりも拡大して見え）る
事例を確認した。すなわち、中国の企業は、企業登記上の組織形態による分類では、国の
所有が 100%の企業は「国有企業」と、所有形態から見た分類では、国の所有が 100%未満
であるが筆頭所有である企業は「国有株支配企業（中国名：国有控股企業）」という区分に
なっている。適切でない区別は、「国有経済部門」という範疇を、組織形態による区分の国
有企業にとどめ、国有株支配企業は私営なりその他の範疇に含めるものである。この適切
でない区別によって、国有経済部門を過小に、非国有経済部門を過大に評価してしまう諸
見解の不当性を摘出した。これに対して筆者の見解は、企業の所有や支配という視点でみ
た分類により、国有株支配企業は国有経済部門に含めるべき見方に立つものであり、この
見方によって実情を考察した。 
考察の結果は、中国経済の中での国有経済部門と非国有経済部門とを比較すれば、工業
総産値は非国有経済部門が優勢である。しかしながら、収益性や成長性、労働生産性など
を売上高利益率、ROA、付加価値生産量、従業員 1 人当たり付加価値生産量、などの諸指
標により考察した結果、その発展の趨勢は国有経済部門が優勢であることを明らかにした。
さらに、それらの諸指標を企業規模の大きい重工業と規模の小さい軽工業との別によって
確認しても、その発展の趨勢は国有経済部門が優勢であることを明らかにした。特に、国
有経済部門のうちで、中国経済を主導している主要企業は、国有株支配企業であるという
実情が判明した。その国有株支配企業には資本構成の高度化と利潤率低下の様相の存在を
確認した。 
また、資本の集積・集中の進展では、製造業の営業収入を考察し、その上位企業のシェ
アが拡大し、その中核は国有株支配企業であることを明らかにした。賃金と剰余価値率の
上昇の比較では、賃金の伸び以上に剰余価値率が伸び、特に国有株支配企業の剰余価値率
の伸びが顕著である。これらのことが明らかになった。 
これらの明らかになった実情により、中国の経済を主導する企業群は、組織・設置形態
では国が所有する「国有および国有株支配企業」でありながら、企業の経営・支配の実態
では資本主義的生産方法によって顕著に発展していることが明らかになった。すなわち、
中国経済は、政府が主導的に資本主義的生産方法を発展させて来ている、という状況にな
っていることが判明した。 
 
第３章「国有企業の企業統治―所有者・経営者・労働者に関する考察―」では、国有企
業の企業統治、すなわち国有企業の所有・支配・経営の関係、所有者（株主、出資者）、経
営者、労働者（従業員）の関係を考察した。 
社会主義建設の根本的任務は、公有制を主体とする基本的経済制度を堅持することであ
ると中国共産党規約で規定されている 。このように、もし公有制が、中国が社会主義であ
ることの証左であるとするならば、公有制企業の中核である国有企業には私有経済部門や
資本主義国の企業とは異なる何らかの事象や特徴が存在する筈であろうが、国有企業と私
営企業とは、その所有者の違いによって、企業の所有・支配・経営について、また株主、
経営者、従業員の関係について何らかの違いが存在するのか否かを考察した。考察にあた
っては、初めに川井伸一の中国の株式上場企業、その中心である国有株式会社の支配を「大
株主支配と内部者支配との重合」（親企業、その多くは国が所有・支配する企業、による「大
株主支配」と国有株式会社の経営者と従業員による「内部者支配」とが重なり合う）とみ
なす見解 やバーリー＆ミーンズの「経営者支配」論など企業の支配に係わる見解などをも
取り上げて、「所有と支配の分離」、「所有と経営の分離」について検討した。それらの検討
を踏まえて中国の株式上場企業のなかの国有株式会社の組織形態や株主・経営者・従業員
の関係や性格を取り上げて、同じ株式上場企業のなかの実質私営株式会社（私人である株
主がコントロールしている会社）のそれらと比較・分析を行なった。 
第３章での考察を通じて、国有株式会社の所有・支配・経営の、また株主・経営者・従
業員の関係や性格は、次の通り明らかになった。資本の所有者＝株主＝国と資本を所有し
ない経営者＝企業の高級幹部との関係は所有と経営は分離されているが、所有と支配は分
離されていない、内部者による支配はなされていない。また、従業員が生産する剰余価値
＝利潤は、その額の多少はあっても国有株式会社から株主（国有株式会社の親会社である
国有株支配企業）へ配当され、さらにその親会社の所有者である政府はその親会社へ利益
配当を求めている事象を確認し、その事象は実質私営株式会社や資本主義経済の一般的な
株式会社企業における株主・経営者・労働者の関係と同じであることが明らかになった。
さらに国有株式会社の経営者と従業員の収入の格差は日本の高度成長期のそれらの格差よ
りも大きい実情も明らかになった。 
以上の通り、上場企業である国有株式会社の所有・支配・経営の関係には、所有と経営
の分離は存在するが所有と支配の分離は存在せず、実質私営株式会社や資本主義経済の一
般的な株式会社企業と大きな違いはなく、国有株式会社の株主・経営者・従業員の関係や
性格にも、実質私営株式会社や資本主義経済の一般的な株式会社企業の株主・経営者・労
働者の関係が成立している、という実情が明らかになった。もしくは近い将来広範囲にこ
の関係が出現する可能性があると見通すことができた。 
 
第４章「国有企業の利潤分配に関する考察」では、株式上場企業の国有株式会社の利潤
分配を取り上げて、その実情には社会主義経済であることに起因する、または大株主が国
であることによって、同じ株式上場企業のなかの実質私営株式会社の利潤分配とは異なる
事象が存在するのか否かを考察した。 
第４章での考察を通じて、中国の上場企業全体の姿は、上場企業数、発行済株式総数の
増加が 1996 年～2001 年の第 1 次増加期、2006 年～2010 年代初の第 2 次増加期と言える
傾向があり、その利潤配当の傾向は第 1 次増加期に比較して第 2 次増加期は無配当企業が
減少し、（無配当企業をも含めた）上場企業全体の配当性向のレベルは高くなったが、第 2
次増加期の期間中の配当性向は漸減傾向を示している。すなわち配当を実施する個々の企
業レベルでは利潤分配面で配当部分よりも内部留保への充当部分の割合を増加させている
状況が確認された。なお、上場企業に占める国有株式会社の割合は、2000 年代後半におい
て 6，7 割のレベルにあるので、上場企業全体の傾向は国有株式会社の傾向でもある。 
そして、2000 年代後半以降の時期における、鉱工業部門の幾つかの産業部門の株式上場
企業の中の個別の国有株式会社と実質私営株式会社とを対象に（13 社を分析対象に取り上
げ、その 13 社に限定された下での判断であるが）、利益配当に関わる国有株式会社と実質
私営株式会社との比較分析をした結果は、国有株式会社は実質私営株式会社以上に内部留
保への利益の配分の拡大傾向を続けており、この比較結果は重工業と軽工業、重工業の中
の国有と実質私営との比較結果に似ている、国有株式会社と実質私営株式会社との間には、
配当や内部留保への充当の大小の違いは有っても、利潤分配の性質や仕組みに差異は無い
ことが明らかになった。 
また、この 13 社の中の国有株式会社グループ（8 社）と 1960 年代の高度成長期の同業
種の日本企業との比較では中国の国有株式会社グループの利潤分配の姿は日本企業の利潤
分配の姿に似ているばかりではなく、内部留保に利潤から配分する大きさは相対的に中国
のこれらの企業の方が日本の上場企業よりも大きい状況であることが判明した。さらに、
社会主義国と称する中国の国有株式会社といえども、究極の所有者である人民に利益配当
が確実に分配されるようにと、1960 年代の日本企業や実質私営株式会社に比較して特段に
高い配当金額を支払う姿や、1960 年代の日本企業以上に利益の変動に応じずに一定額を配
当する姿は、第４章での国有株式会社の配当金に関する分析に限れば、認められない。 
このように、国有株式会社の利潤分配は、実質私営株式会社の利潤分配との違いは見出
せず、日本の高度成長期の上場企業で見られないような特徴も見つからず、中国の国有株
式会社の利潤分配には資本主義経済における利潤分配との差異を見出すのは困難であるこ
とが明らかになった。 
 
 第５章「国有企業の労働生産性と資本の効率に関する考察」では、2000 年前後より高い
経済成長を示していた中国経済は、2008 年頃を境に変化を見せ、それは、企業の売上高や
総資産は依然として増加しているにも拘わらず、売上高利益率や総資産利益率が低下傾向
を示すようになって来ている。このような変化は国有企業のみならず全企業に現れている。 
このような変化が発生した要因を探るべく行なった考察は、第４章の個別の株式上場企
業の分析対象の 13 社と同じ会社を分析対象として、労働の生産性と資本の効率（または利
潤率）についての国有株式会社と実質私営株式会社との実情の比較分析を通じて、上述の
変化の要因について考察を行なった。また、参考として、日本の高度成長期の同じ産業部
門の個別企業の状況との比較も行なった。 
その比較分析の結果、売上高利益率や ROA の変化に要因の土台には資本の有機的構成の
高度化が存在し、それに伴って売上高利益率や ROA が低下する傾向が大きいが、そのよう
な傾向に反して売上高利益率や ROA が低下しない場合も当然あり、その低下しない要因に
は労働生産性の上昇が存在する。これらの事象が確認された。また、高度成長期の日本企
業の事例は、いずれの企業も資本の有機的構成を高度化させているが、1 人当たり営業利益
をも増加させている、すなわち労働生産性を上昇させており、その上昇の程度は同業種の
中国企業よりも大きいことが確認された。そして、第 5 章での考察は鉱工業部門の中の幾
つかの業種に限って、且つ、株式上場企業に限っての、その企業の年度報告に基づく分析
ではあるが、国有株式会社と実質私営株式会社との間では、労働生産性、資本の効率、資
本の有機的構成の高度化などの状態の大きな違いは確認されない、つまり、国有株式会社
も実質私営株式会社も経営状態の表れである財務報告には同様の様相、推移が示されてお
り、それは経営の方策、手法が同様であることを示していることが明らかになった。 
また、考察の結果、社会主義市場経済の主体である公有制経済のなかの国有株式会社、
実質私営株式会社ともに労働生産性、資本の効率、資本の有機的構成の高度化などの諸指
標には、『資本論』に記されている資本主義経済の特徴が表れていることが確認された。 
 
終章では、これまでの検討、考察の結果をまとめて、中国の国有企業（国有及び国有株
支配企業）、特にその範疇の中核を担う、株式上場されている国有株式会社をも含む国有株
支配企業は、資本主義的生産方法によって顕著に発展し、中国の経済を主導していること
が明らかになり、且つ、国有株式会社は実質私営株式会社や資本主義（日本の高度成長期）
の株式会社と同様の様相を現わしていることを確認した。 
そして、中国経済の今後に関わる筆者の主張を次の通り示した。中国経済を主導して、
精鋭の資本主義的生産方法の採用により生産効率を高め多くの富を生み出している国有企
業（国有及び国有株支配企業）は、国力増進の牽引車であるが、両刃の剣でもある。すな
わち、生産力向上の切り札である一方で、その資本主義的生産方法によって国家や公的制
御を乗り越えて、社会主義の理念も「外皮」をも破砕してしまう虞れを、しかもいまや単
なる杞憂ではない現実の諸矛盾の累積、噴出という切迫したリスクを、孕むものである。
社会主義市場経済の改革開放路線が当面のあいだ揺るぎないとすれば、社会諸矛盾の解決
改善策の照準は、直接的生産領域に向けられるのではなくて、流通過程および総過程の領
域における分配の仕組みの是正だろう。富の公正公平な再配分の制度の強化は切実な要請
となるであろう。公正な再配分は、すなわち「結果の平等」の実現に一歩一歩接近する途
である。例えば、国家の徴税機能を抜本的に強化する等の政策を通じて、所得の公正な再
配分により「結果の平等」の実現に近づくことができるはずである。したがって、政府の
財政政策や市場を通じての経済政策に対する公的管理規制を実質強化する方向によって、
諸問題解決の実現可能性が決定的に左右されるだろう。 
